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1  保全計画策定の背景と目的 

 保全計画策定の背景と目的 （１）

防府市（以下「本市」という。）では、高度経済成長に伴う都市化や人口増加を背景に、公共サー

ビスの充実に向け、これまで多くの公共施設を整備し、保有してきました。しかしながら、これらの多

くは、建設後 30年を経過しており、今後数十年の間に老朽化に伴う大規模な修繕、更新等の時期

を迎えることから、財政的に大きな負担となることが予測されます。また、公共施設の耐震化といっ

た安全性の確保も重要な課題となっています。 

今後、本市においては、公共施設の老朽化や耐震化への対応に加え、少子高齢化の急速な進

行による人口構造の変化や市民ニーズを的確に把握し、施設を有効に活用していくことが求めら

れています。 

こうした課題に対し、公共施設の最適化を計画的・効果的に実現する公共施設マネジメントを実

践する必要があります。 

この「防府市公共施設保全計画（以下「保全計画」という。）」は、平成 26 年度に取りまとめた「防

府市公共施設マネジメント基本方針（以下「マネジメント基本方針」という。）」における、公共施設の

保全に関する取組内容を具体化しています。今後、保全計画の内容を踏まえ、限られた財源や資

産をより有効に活用していくための具体的な検討に取り組むことにより、公共施設マネジメントを推

進していきます。 

 

 

図表 1 公共施設マネジメントのロードマップ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

総合計画

再編計画

保全計画

公共施設の最適化

マネジメント基本方針

公共施設白書

実施計画 （随時見直し）

保全計画
作成

基本方針

作成

インフラ・プラントマネジメント実施

再編計画

作成

第四次総合計画 計画期間：平成23年度～平成32年度 次期 総合計画

実施計画 （随時見直し）

施設白書

作成
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 保全計画の位置付け （２）

保全計画は、防府市行政経営改革大綱・推進計画の取組の一つである「公共施設の最適化」

に向けての基本となるマネジメント基本方針に基づき、公共施設の保全に関する取組内容や推進

体制等の具体化を図った計画であり、マネジメント基本方針と同様、都市計画に関する基本的な

方針その他の各分野別計画との整合性の確保を図りつつ、第四次防府市総合計画に定める将来

都市像「人・まち元気 誇り高き文化産業都市 防府」の実現を目標としています。 

保全計画を、平成 27年度に策定した公共施設の再編に焦点を当てた「防府市公共施設再編計

画（以下「再編計画」という。）」とともに、公共施設の最適化に向けての具体的取組や推進体制の

指針と位置付けます。 

 

図表 2 保全計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 保全計画で対象とする公共施設 （３）

保全計画においては、平成 25 年度に作成した「防府市公共施設白書（以下「公共施設白書」と

いう。）」と同様、本市が保有する建物（民間等から借用している建物を含む。）を有する施設を公共

施設として定義します。 

ただし、道路、上下水道等のインフラ施設、文化財等は除きます。 

  

 

 

 

第四次防府市総合計画 

「人・まち元気 誇り高き文化産業都市 防府」 

関連計画等 

・地域防災計画 

・高齢者保健福祉計画 

・都市計画に関する基本的な方針 

・公営住宅等長寿命化計画 

・教育振興基本計画 

・スポーツ推進計画  など 

行政経営改革大綱 

行政経営改革大綱・推進計画 

 

基本方針 

再編計画 保全計画 

公共施設の最適化 

公共施設マネジメント 
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2  本市の公共施設を取り巻く現状と課題 

 公共施設の状況 （１）

① 整備状況 

本市の公共施設の数は、326施設、1,398棟、延床面積の合計は 43万 3907.78㎡（平成 25

年 4月 1日現在）となっています。 

施設の分類別で見ると、延床面積では学校教育系施設と住宅施設の割合が大きく、学校教育

系施設と住宅施設を合わせると総延床面積の約 64％を占めています。 

図表 3 公共施設の数量 

    

【出典】防府市公共施設白書      

 
図表 4 大分類別の施設数・延床面積の割合 

   
       ※端数処理において、比率の合計が 100％とならない場合がある。 

【出典】防府市公共施設白書      
 

大分類 中分類 施設数 棟数
延床面積
（㎡）

代表的な施設

庁舎等 11 52 18,339.75 市役所、出張所

消防施設 17 23 7,227.33 消防庁舎、消防署出張所

防災施設 34 34 371.15 防災倉庫、水防倉庫

その他行政系施設 1 1 70.00 プラント倉庫

学校 28 450 154,146.76 小学校、中学校

その他学校教育系施設 3 5 2,491.73 学校給食センター

認定こども園・幼稚園・保育所 3 7 2,397.38 保育所

幼児・児童施設 28 28 1,854.43 留守家庭児童学級、児童館

児童遊園 9 9 47.61 児童遊園

高齢者福祉施設 15 31 1,693.58 老人憩の家

障害者福祉施設 5 22 3,911.18 愛光園、大平園

保健施設 1 2 1,274.91 保健センター

その他保健・福祉施設 6 11 4,543.06 福祉センター、中高年齢労働者福祉センター

図書館 1 2 3,132.41 防府図書館

博物館等 2 4 6,319.14 青少年科学館、文化財郷土資料館

公民館・学習等供用会館 16 32 10,968.93 文化センター、公民館（学習等供用会館）

その他社会教育系施設 6 8 1,422.33 勤労青少年ホーム、海洋民俗資料収蔵庫

スポーツ・レクリエーション施設 11 30 19,696.38 スポーツセンター、向島運動公園

公園施設 47 70 976.28 公園の公衆便所、東屋、作業所等

その他スポーツ・公園施設 1 7 477.16 花木センター

集会施設 3 3 410.50 右田会館、大日会館、北山手会館

文化施設 2 4 13,392.59 公会堂、地域交流センター

その他市民文化系施設 2 2 3,418.89 地域協働支援センター、天神ピア

住宅施設 市営住宅・市有住宅 31 378 121,789.93 田島住宅、坂本住宅、清水川住宅

医療施設 医療施設 2 3 478.02 休日診療所、野島診療所

観光施設 6 29 2,287.23 大平山索道及び観光施設、まちの駅

その他観光施設 4 5 161.04 阿弥陀寺公衆便所、毛利氏庭園公衆便所

産業系施設 産業系施設 17 61 16,262.97 青果物地方卸売市場、水産総合交流施設

資源循環系施設 資源循環系施設 2 26 13,819.75 クリーンセンター、一般廃棄物最終処分場

その他 その他 12 59 20,525.36 斎場、競輪場

総計 326 1,398 433,907.78

市民文化系施設

観光施設

行政系施設

学校教育系施設

子育て支援施設

保健・福祉施設

社会教育系施設

スポーツ・公園施設

6.0%

19.3%

36.1%
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1.0%

12.3%

2.6%

8.3%

5.0%

7.7%

4.9%

18.1%

4.0%

2.1%

28.1%

9.5%

0.1%

0.6%

0.6%

3.1%

3.7%

5.2%

3.2%

0.6%

4.7%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

延床面積

施設数

行政系施設 学校教育系施設 子育て支援施設 保健・福祉施設

社会教育系施設 スポーツ・公園施設 市民文化系施設 住宅施設

医療施設 観光施設 産業系施設 資源循環系施設

その他
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② 建設年度別分布 

本市の公共施設の総延床面積（約 43 万㎡）のうちの約 62％が、建設後 30 年以上経過して

おり、10年後その割合は約 78％に達します。(平成 25年 4月 1日現在) 
 

図表 5 建設年度別に見た施設の大分類別の延床面積 
 

 
 

        ＊新耐震基準…中規模の地震（震度 5強程度）に対してはほとんど損傷を生じず、極めて稀にしか発生しない大

規模の地震（震度 6～7程度）に対しても人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じないこと

を目標としている現行の耐震基準 

 

 人口動向 （２）

本市の総人口は、平成 52年度までに約 9.8万人に減少すると推計されており、年齢階層別では、

老年人口の占める割合が約 35％まで増加するとともに、年少人口は約 11％まで減少し、人口減

少・少子高齢化が一層進行する見通しです。 

 

 財政状況 （３）

本市は、今後、人口減少・少子高齢化等による税収の低下や扶助費等の社会保障費の増加が

見込まれることから、厳しい財政状況になることが予測されます。 

さらに、公共施設やインフラ施設の修繕・更新の需要が高まることから、それらに対応する財源

の確保が課題となります。 
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床
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積( 

千
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建設年度

行政系施設 学校教育系施設 子育て支援施設 保健・福祉施設 社会教育系施設

スポーツ・公園施設 市民文化系施設 住宅施設 医療施設 観光施設

産業系施設 資源循環系施設 その他

建設後 30年以上経過 

全体 433,908㎡のうち、267,771㎡（61.7％） 

新耐震基準＊（昭和 57年以降） 

19万 6,378㎡（45.3％） 

旧耐震基準（昭和 56年以前） 

23万 7,530㎡（54.7％） 

【出典】防府市公共施設マネジメント基本方針 
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 将来費用の試算 （４）

本市では、全ての施設を現行の状態で更新した場合の今後 40年間（平成 25年度～平成 64年

度）の経常修繕、大規模修繕及び更新に係る将来費用を設定した条件により試算した結果、平成

40 年代前半から急増し、平成 53 年度のピーク時には 66 億円の費用がかかり、今後 40 年間の総

費用は 1,279億 4,000万円、1年当たりの平均費用は 32億円となる試算結果となりました。 

平成 20年度から平成 24年度までの公共施設に係る投資的経費の実績値から求めた 5か年の平

均値（約 7億 5,000万円）と比較すると、毎年約 24億 5,000万円が不足することが見込まれます。 
 

図表 6 将来費用の推計【公共施設】 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 耐震化状況 （５）

耐震診断・改修の実施状況を建物棟数で見ると、耐震化対象建物＊は 297 棟であり、全 1,398

棟の約 21.2％を占めています。（平成 25年 4月 1日現在） 

耐震化対象建物のうち、耐震診断が必要な建物棟数の比率を見ると、耐震診断が必要な建物

は 26棟であり、全体の約 1.9％を占めています。耐震改修が必要な建物は 52棟であり、全体の約

3.7％を占めています。 
 

図表 7  耐震診断・改修の実施状況 

区分 棟数 延床面積 

耐震化対象建物 297棟 221,571 ㎡ 

 耐震診断実施済、耐震改修実施済 23 棟 23,442 ㎡ 

 耐震診断実施済、耐震改修不要 53 棟 37,347 ㎡ 

 耐震診断実施済、耐震改修未実施 52 棟 63,411 ㎡ 

 耐震診断不要、耐震改修不要 143棟 85,875 ㎡ 

 耐震診断未実施 26 棟 11,497 ㎡ 

耐震化対象外建物 1,101 棟 212,337 ㎡ 

 新耐震基準 732棟 196,378 ㎡ 

 旧耐震基準 369棟 15,959 ㎡ 

総計 1,398 棟 433,908 ㎡ 
 
＊耐震化対象建物・・・「市有施設の耐震化基本方針」（Ｈ15.11 防府市）に基づき、以下の条件のいずれかに

該当する建物 
①200㎡以上で旧耐震基準（Ｓ56年度以前に建設された）の建物 
②非木造かつ２階建て以上で、旧耐震基準（Ｓ56年度以前に建設された）の建物 

【出典】防府市公共施設白書      

費用のピーク：平成 53年度 66億円 億円 

【出典】防府市公共施設白書 
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3  保全計画策定の考え方 

 公共施設マネジメントの体系 （１）

マネジメント基本方針に沿って、再編計画（平成 27年度に別途策定済み）及び保全計画を定め

ます。 

 

方針１「再編」については再編計画において、方針２「長寿命化」については保全計画におい

て、方針３「効率化」については、双方の取組内容に関わるため、それぞれの計画において対応す

る内容を整理します。 

 

図表 8 公共施設マネジメントの体系 

 

 

再編計画では、各施設の建設時期や利用実態が異なる点を踏まえ、個別施設（現状評価）の

評価項目に優先度を設定し、施設再編の検討を順次進めていくものとしました。 

保全計画では、施設再編の検討において、当面継続保有すると判断された公共施設について、

速やかに保全実施計画の作成に取り組んでいくものとします。 

  

マネジメント基本方針 

 

 

 

 

 

【公共施設の最適化】 

 

再編計画 
・施設の現状評価 

・分類（用途）別の方向性  など 

 

保全計画 
・施設の保全指針 

・施設保全の推進方策  など 

 

   方針１「再編」               方針２「長寿命化」 

 

方針３「効率化」 
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 保全計画における取組内容（マネジメント基本方針との対応関係） （２）

マネジメント基本方針で示した取組内容のうち、保全計画における取組方策として整理する内容

を太枠で示しています。 

 

方針１ 社会情勢・市民ニーズの変化や財政状況に対応した持続可能な公共サービスの提供に向

けた公共施設の「再編」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針２ 安全性や経済性を重視した計画的かつ適切な施設保全による公共施設の「長寿命化」 
 
 

 

 

 

 

 

 

方針３ 民間活力の活用や市民参画による公共施設の管理運営の「効率化」 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)計画的な保全による長寿命化 

c)施設機能の維持・向上 

方針３： 

公共施設の管理運営の「効率化」 

d)民間活力の活用方策の積極的な導入 

c)受益者負担の適正化 

a)維持管理費の削減 

b)施設の利用促進 

方針１： 

公共施設の「再編」 

a)安全かつ効果的な保全の実施 

方針２： 

公共施設の「長寿命化」 

c)「総量の抑制」に向けたルールづくり 

【 取組内容 】 

【 取組内容 】 

b)施設の規模縮小・機能集約（統廃合、複合

化）による「総量の抑制」 

a)市民ニーズや地域の状況に対応した「公共

サービスの適正化」 

【 取組内容 】 
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4  保全計画における基本的な考え方と取組方策 

マネジメント基本方針に基づき、公共施設の保全に向けた基本的な考え方と具体的な取組方策を

整理します。 

 

 保全計画の基本的な考え方 （１）

① 計画的な保全への転換 

これまで本市が行ってきた保全業務のほとんどが、不具合が生じてから修繕等を行うという対

症療法的な「事後保全」であったといえます。 

「事後保全」は、躯体＊等が傷みやすく、建物寿命を短くするだけでなく、対応が遅れたために

故障や不具合の規模が拡大し、修繕等の費用増加につながるなど、財政負担にも大きな影響を

与える場合があるほか、突発的な事故が人命に関わることも想定されます。 

建物を安全かつ良好な状態に保ち、ライフサイクルコスト＊を縮減するためには、「予防保全＊」

の考え方を採り入れ、予防的な処置を施すことで故障や不具合を未然に防ぐ必要があります。 

 
＊躯体・・・建物の骨格をなす構造体 
＊ライフサイクルコスト（LCC）・・・建物の建設費用だけでなく、設計費用、保全費用、解体費用等も含めたトータルコスト 
＊予防保全・・・定期的な点検等によって建物の機能や性能を常に把握し、劣化の状態を予測した上で、予防的な処置

を施し、建物を良好な状態で長く使用できるようにすること。 

 

図表 9 予防保全と事後保全の比較（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

許容できる性能レベル不具合の発生

（緊急対応）

事後保全

予防保全

経過年

予防保全

基

本

性

能
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そこで、本市では建物の基本性能の経年劣化防止を目標とする「予防的な保全」【方針 2-a】、

再編計画や中期財政計画と連動した「戦略的な保全」【方針 2-b】及びバリアフリーや省エネルギ

ー対応等の社会的な要請に応える「改良的な保全」【方針 2-c】の三つの視点を踏まえた「計画的

な保全」への転換を図ります。 

図表 10 計画的な保全を進めていく上での三つの視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 耐用年数の考え方と目標使用年数の設定 

計画的な保全を実施するに当たり、建物を使用する期間の目安となる「目標使用年数」を設

定します。この設定により、部材の耐用年数や工法の選択を適正に判断でき、計画的な保全に

向けた様々な措置を講じることができるようになります。 

その年数については、物理的耐用年数の考え方（Ｐ20参考資料 1参照）を基本に、『「建築物

の耐久計画に関する考え方」（社）日本建築学会』（Ｐ20、21 参考資料２、３、４参照）を参考に設

定しています。 

図表 11 目標使用年数の設定 

建物種別 

構造種別 

鉄筋コンクリート造 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

重量鉄骨造 

ブロック造、れんが造 

軽量鉄骨造 木造 

A:予防的な保全が効果的な建物 

 （建設後概ね 30 年未満の建物及び 

 今後建設する建物） 80 年 50 年 80(50)年 

B:長寿命化改修が効果的な建物 

C:上記以外の建物 60 年 40 年 60(40)年 

【目標使用年数を設定する際の留意点】 

①倉庫等の簡易な建物については、予防的な保全や長寿命化改修の効果が期待できないため、Ｃの目

標使用年数を適用するものとする。 

②住宅施設については、「防府市公営住宅等長寿命化計画（平成 24 年 2 月）」によるものとする。 

③学校施設については、「防府市学校施設長寿命化計画（平成 29 年 3 月予定）」によるものとする。 

④小規模木造の建物については、括弧内の数字を目標使用年数とする。 

⑤建物の用途や個別の劣化状況、機能劣化への対応状況、それに対する費用対効果等を総合的に判

断した上で、目標使用年数に満たない使用年数での更新を行うことも可能とする。 

戦略性 
（経営の視点） 

機能性 
（維持の視点） 

社会性 
（利用の視点） 

戦略的な保全【方針２-ｂ】 
組織の経営に関する計画（中期財政計画等）
との関連の中で戦略的に行う保全 

予防的な保全【方針２-ａ】 
建物の基本性能の経年劣化防止を目標に、建築部位
や各設備の劣化状況に応じて行う保全 

改良的な保全【方針２-ｃ】 

建物の基本性能の陳腐化を防止するため、既存不適格の解消、

環境対策、バリアフリーなど機能向上を目標として行う保全 
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図表 12 目標使用年数の設定に応じた計画的な保全のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記イメージ図は、目標使用年数をＡ及びＢは 80年、Ｃは 60年とした場合を示す。  

竣工

予防保全

予防保全

竣工

長寿命化改修

事後保全

予防保全
不具合の発生

廃止または建替え

（建設後80年）

A：予防的な保全が効果的な建物

B：長寿命化改修が効果的な建物

廃止または建替え

（建設後80年）

×

×

不具合の発生

事後保全

予防保全

（大規模修繕） 予防保全

（大規模修繕）

竣工

事後保全

不具合の発生

C：上記以外の建物

廃止または建替え

（建設後60年）

×

不具合の発生

事後保全

経過年

経過年

経過年

社会的要求水準（耐震、バリアフリー、省エネなど）

社会的要求水準（耐震、バリアフリー、省エネなど）

社会的要求水準（耐震、バリアフリー、省エネなど）

事後保全

不具合の発生

15 30 45 60 75

15 30 45 60 75

15 30 45 60 75

基

本

性

能

基

本

性

能

基

本

性

能

改良的保全 改良的保全

改良的保全

〔
機
能
向
上
〕

〔
維
持
保
全
〕

〔
機
能
向
上
〕

〔
維
持
保
全
〕

〔
機
能
向
上
〕

〔
維
持
保
全
〕
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 公共施設の「長寿命化」に関する取組方策 （２）

a) 安全かつ効果的な保全の実施 （予防的な保全） 

取組方策①：劣化状況に応じた予防的な保全の推進 

施設の劣化状況に応じた保全手法には、図表13に示すとおり、「Ａ 予防保全」（「a 時間計

画保全」、「b 状態監視保全」）と「Ｂ 事後保全」があります。 

 基本的には、劣化の状況を予測して進める「予防保全」が有効ですが、部位によっては「事

後保全」でも問題ない場合があります。 

したがって、安全性の確保や建物全体への波及、市民サービスに対する影響等を考慮し、

劣化した部位に応じて、保全手法を選択する必要があり、これらの手法を適切に組み合わせ

て保全を進める「予防的な保全」を進めていくことが重要です。 
 

図表 13 保全手法と対処方針 

保全手法 対処方針 

Ａ 予防保全 

 

a 時間計画保全 

劣化や機能停止等により、建物全体に重大な被害が及ぶことを防

止するため、予防的な保全の観点から耐用年数等を考慮して、定

期的な修繕・更新を実施する。 

b 状態監視保全 

劣化の進行や拡大によって深刻な状況になる前に、点検により状

態を把握し、その兆候に対して適切な修繕等を早めに行う対症療

法的な措置を実施する。各部材等の修繕・更新の周期を目安に状

態監視を行う。 

Ｂ 事後保全 

劣化や機能停止等を発見次第、適宜、修繕・更新を実施する。 

以下のような場合は、事後保全でも特に問題ない。 

・ 異常、故障、不具合の発生に対して設備機器単体や部品の交

換等の範囲で済み、設備機器等の構成上、全体機能に与える

影響が小さい。 

・ 部材等の修繕・更新が短時間で行える構造であり、作業性も良

い。 

・ 部材等を必要な量だけストックすること又は随時購入することが

できる。 
 

建物の修繕等を進めていく際には、保全手法の考え方と更新周期（Ｐ22～27参考資料５、６

参照）を参考に、日常点検や法定点検結果を活用しながら、保全の必要性や手法を判断して

行うものとします。適切な保全手法の選択により、建物の機能・性能を長期にわたって維持す

ることを目指します。 

なお、点検等において人命に関わるような危険性が認められた場合は、必要に応じて利用

を制限するなど安全性を確保するものとします。 

 

取組方策②：公共施設保全システムの導入による保全の推進 

予防的な保全を進めていくためには、各施設の現状、点検・修繕の履歴等を把握しておく

必要があります。しかし、これまでは、施設に関する情報を所管部署ごとに管理し、管理方法

がルール化されていないことから、本市が保有する施設全体の状況を把握するのに時間を要

することや施設の詳細な部分を正確に把握できないことがあるなど、中長期的、統一的な視点

をもった総合的な管理が不十分な状況にありました。 
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こうした状況を改めるためには、施設に関する情報を電子化し、一元的に管理する公共施

設保全システム（以下「システム」という。）を導入する必要があります。 

 

システムを用いて、長期的な修繕計画等の作成や工事の実施時期の調整等を行うことで、

修繕・更新費用の平準化に向けた取組を総合的かつ計画的に進めていきます。 

このような保全を進めていく際には、導入したシステムを活用し、施設所管部署と財産管理

部署や営繕担当部署が適切な役割分担により計画的に行うものとします。 

 

■システムによる施設に関する情報の一元管理とその活用（例） 

システムは、計画的・効率的な保全の実施を目的として、建築基準法等の法律に基づく

法定点検結果を保管するとともに、建物の基本情報や光熱水費、修繕履歴等のデータを

一元的に管理し、改修工事等の優先度や実施時期を調整し、修繕・更新費用を平準化す

るための中・長期保全計画の作成を支援するものです。 

 

 

図表 14 システムによる施設に関する情報の一元管理と役割分担のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

提供 

活用 

①台帳データベース管理機能 

施設台帳・棟台帳・設備機器台帳 
工事修繕履歴台帳・光熱水費分析 

財産管理部署 

営繕担当部署 

 

施設所管部署 

②簡易点検・建物診断支援機能 

簡易点検・建物診断 

③整備計画算出機能 

整備計画 

④図面管理機能 

電子図面 

設計・工事 

活用・更新 

施設に関する情報 

法定点検・日常点検 
提供 

劣化状況把握 
活用 

・長期保全計画 

・中期保全計画 

設計・工事 

活用・更新 

修繕更新時期報告 

年度計画作成 

予算要求 

連携 

公共施設 

保全システム 
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取組方策③：保全マニュアルの整備 

施設の現状を日常的に確認することが可能な施設管理者が、保全業務を理解し、実践する

ことは、より的確な保全の推進につながります。 

施設の保全とは、「施設のそれぞれの機能や性能を、当初及び現在の使用目的に適合す

るように良好な状態に保つこと」です。 

その業務は、大きく｢点検｣、｢保守・整備｣、｢保安｣、｢修繕・改修｣、｢運転・監視｣、｢清掃｣の

六つに分類され、専門業者等に委託している業務もありますが、日常的な点検や清掃等は施

設管理者が主体的に行うべき業務です。 

特に点検は、「建物の機能及び劣化の状態を調べること」であり、計画的・効率的・効果的な

保全を実施していくためには欠かせない業務の一つです。 

そのため、保全に関する技術的知識や経験が少ない職員でも適切な保全を実施できるよう、

点検を中心とした保全に関する事項をとりまとめた「保全マニュアル」を整備していくものとしま

す。 

 

図表 15 施設の保全業務の構成要素 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

運転・監視 
設備機器等の稼働 

● 起動 

● 監視 

● 制御 

● 停止 

 

清 掃 
快適な環境の維持と 

汚れによる劣化防止 

● 日常清掃  

● 定期清掃 

 

保守・整備 
機能維持の 

ための手入れ 

● 消耗部品交換 

● 部品調整 

 

保 安 
災害･危害から建物･ 

人命･財産を守る 
● 防災  

● 防犯 

● 事故防止 

 

点 検 
状態の確認 

● 日常点検  

● 定期点検 

● 法定点検 

 

修繕・改修 
劣化した部分や 

低下した機能を 

元どおりに回復あるいは 

現在の使用目的に 

適合させる 

 

施設の保全  
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b) 計画的な保全による長寿命化（戦略的な保全） 

取組方策①：中・長期保全計画に基づく保全の推進 

建物の長寿命化と修繕・更新費用の平準化を図るため、中・長期保全計画に基づいた保全

を推進します。 

長期保全計画により、概算的な費用（時期・規模）を把握しつつ、具体的な工事の実施時期

や内容等は、中期財政計画とも連動した全庁的な費用の平準化を目的に、全体的観点を踏

まえた中期保全計画で決めていきます。 

■長期保全計画 

限られた財源の中で施設を計画的に維持・保全をしていくために、長期的な費用見込み

の把握を目的とした概算的な費用予測計画と主要部位の修繕・更新計画であり、システム

を使って行うシミュレーションです。 

個別施設ごとに建築、電気・空調・衛生設備等の修繕・更新計画を作成し、工事履歴、

点検結果等を反映しながら、順次更新していくものとします。それらを統合したものが全庁

版の計画となります。 

■中期保全計画（5か年） 

大規模修繕等の計画的な実施を見据えた施設ごとの工事計画の基礎となるもので、長

期保全計画と必要に応じて行う劣化状況調査の結果を踏まえて、5 年先までの実行計画と

して作成します。 

作成の際には、中期財政計画を踏まえ、施設間での工事実施時期の調整を行うことによ

り修繕・更新費用の平準化と工事の実現性の確認を行うものとします。 

中期保全計画は、中期財政計画と連動させるため、毎年 5 か年計画を作成していくもの

とします。 

 

取組方策②：再編計画と連動した戦略的な保全の推進 

施設の保全をより効率的かつ効果的に進めていくには、まず再編計画に示す「分類（用途）

別の施設の方向性」を踏まえた施設の在り方や方向性の検討結果に基づいて、施設の更新

や長寿命化を図っていくべき建物を絞り込む必要があります。 

施設の再編の検討に取り組む際には、再編計画に示す優先度の設定（優先度１：施設の必

要性〔設置目的、代替性〕、優先度２：施設の安全性〔耐震性、老朽化状況〕、優先度３：利用

状況）に従い検討を進めていくものとしています。（Ｐ28参考資料７参照） 

この検討結果を踏まえ、将来も存続が必要（建物の用途変更を含む。）とされる施設につい

ては、図表16 長寿命化改修の実施検討フローに示すとおり、建物の長寿命化改修を実施す

るか否かの判断を行うものとします。 

この判断に際しては、躯体劣化度調査（躯体の劣化状況を判断し、長寿命化改修の実施が

有効か否かを行う調査）の結果をもとに行うものとします。 

このように再編計画と連動した保全を行うことで、総量の抑制、長寿命化、市民ニーズに応

じた施設の有効活用を推進します。  
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図表 16 長寿命化改修の実施検討フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊リノベーション・・・建物の用途変更や使用目的の変更に合わせて、間取りや設備等を大きく変更すること。 

 

c) 施設機能の維持・向上（改良的な保全） 

取組方策①：社会的要請に対応した施設機能の向上 

施設の保全には、単に機能・性能を当初の状態に保つだけでなく、現在の使用目的に適合

するように、必要に応じて改修することも含まれます。竣工時は、最新の機能・性能を備えてい

た施設も、社会的要求水準の変化により性能不足になっている場合があります。 

大規模修繕や長寿命化改修を行う際には、様々な社会的要請を踏まえた機能・性能の向

上も図っていく必要があります。 

耐震化・防災性能の強化、バリアフリー対応、省エネルギー対策等については、施設の現

状を踏まえ、ライフサイクルコストも勘案しつつ、これまでも鋭意進めてきているところですが、

公共施設としての社会的な要請への対応をさらに進め、基本的な機能・性能の向上に取り組

んでいくものとします。 

新築（建物竣工）

大規模修繕

リノベーション*(長寿命化改修) 更新

躯体の

劣化度調査の実施

長寿命化改修

の可能性

長寿命化改修 廃止

第１周期
竣工後、３０年程度経過

時点で目標使用年数まで

存続を前提に大規模修繕

を実施

第２周期

３０～５０年程度経過時点

で長寿命化改修の検討

第２周期の繰り返し

第３周期
躯体強度が保てる場合、

第２周期の繰り返し

YES

NO

用途変更する場合

NO

再編計画に基づき行う施設の

在り方の検討結果

将来も存続の必要あり

（用途変更含む）

YES
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特に耐震化・防災性能の強化については、多数の市民が利用する施設や災害時の避難所

等の市民生活への影響度の高い施設から優先的に取り組んでいくものとします。 

 公共施設の管理運営の「効率化」に関する取組方策 （３）

a) 維持管理費の削減 

取組方策①：施設間の比較分析による維持管理費の削減 

これまで施設所管部署ごとに行ってきた保全について、システムを活用した施設に関する

情報の一元管理により、施設間での比較・検証が可能となります。 

収集したデータを施設の延床面積や利用人数等で標準化し、比較分析を行うことで、保全

業務に係る費用や光熱水費等の維持管理費の削減に努めるものとします。 

具体的には、検討の可能性のある事項として以下のようなものがあります。 

・ 時間帯ごとのエネルギー消費量について、他の施設と比較することで消費量の多い時間

帯を抽出し、その原因を追究し、対応策を講じる。 

・ 施設内の動線や出入り口等を見直すことで、空調設備等の運転箇所や警備業務等の合

理化を図る。 

・ 施設の空調設備等は、竣工時の設計条件によるピーク負荷を想定し、調整されているケ

ースが多いことから、実際の運用状況に合わせて再調整を行う。 

・ 導入に要する初期費用だけでなく光熱水費等の維持管理費も含めたライフサイクルコスト

の試算を行い、費用削減が期待できる場合には、ＬＥＤ照明等のエネルギー効率の良い設

備機器を導入する。 

・ 断熱性能が低いなどのエネルギー効率が悪い箇所を探り、対応策を講じる。 

・ 照明スイッチの配列の見直しや細分化により、効率的な照明使用が可能となるように改め

る。 

・ 利用人数が極端に少ない夜間や早朝の時間帯を閉館とするなど、施設の運営時間を見

直す。 

 

取組方策②：保全業務に係る発注・契約方式の効率化の検討 

保全業務の品質の安定と効率化を図るため、発注に係る仕様の標準化、発注・契約方式

の見直しなどの検討を進め、安全性の確保と費用削減を両立させた効率的な保全を推進しま

す。 

具体的には、検討の可能性のある事項として以下のようなものがあります。 

・ 清掃や運転管理等の業務委託について、契約内容や仕様を見直し標準化することで、契

約情報の一元化や共同発注等を導入する。 

・ 複数業務の包括的契約や複数年契約等を導入する。 

・ 電力自由化に伴う電力供給契約を見直す。 
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5  今後の取組 

平成29年度以降は、再編計画及び保全計画をもとに公共施設のマネジメントを推進していくものと

します。 

再編については、個別施設の再編に向けた具体的な取組を示す「再編実施計画」の作成に引き

続き取り組んでいきます。 

その際には、「公共施設マネジメント推進専門組織」が各施設を所管する部課と連携を密に取りな

がら情報を共有し、財政や施設管理の視点をもって公共施設マネジメントが円滑に進むよう調整等を

行いながら進めていきます。 

保全については、個別施設の再編に向けた検討の結果とシステムの活用により、財産管理部署と

施設所管部署が連携を密に取りながら順次、「保全実施計画（長期保全計画、中期保全計画）」を作

成して取り組んでいきます。 

 

図表 17 「保全業務」の進め方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

「マネジメント基本方針」 

 「保全計画」 
公共施設の保全指針 

「中期保全計画」 

 ・５年先を見据えた年次発注計画の基礎となる 

実行計画 

平成 29 年度以降の取組 

「長期保全計画」 
 ・長期的な費用見込みの把握を目的とした
概算的な費用予測計画と主要部位の修繕・
更新計画 

公共施設マネジメント

推進専門組織 

再編実施計画 公
共
施
設
保
全
シ
ス
テ
ム 中期財政計画 

 

調整 

「保全業務」の推進 

施設保全 
マニュアル 

 

 

連動 

調整 

活用   

  活用 

「保全実施計画」の策定 
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１ 耐用年数の考え方 

 

参考資料１：建物の耐用年数に関する一般的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料２：建築物全体の望ましい目標耐用年数の級 

『「建築物の耐久計画に関する考え方」（社）日本建築学会』では、用途に応じて、構造別に目

標耐用年数の級が設定されており、その抜粋を示します。 

公共施設については、用途が「学校、官庁」に該当するものとします。ただし、本市の既存小

規模木造の建物については、「住宅」に該当するため「Y。40以上」も適用します。 

 

建築物全体の望ましい目標耐用年数の級（抜粋） 

   構造 

    

 

用途 

鉄筋コンクリート造＊ 

鉄骨鉄筋コンクリート造＊ 

鉄骨造 

ブロック造 

レンガ造 
木造 

重量鉄骨＊ 軽量鉄骨 

学校 

官庁 
Y。60 以上 Y。60 以上 Y。40 以上 Y。60 以上 Y。60 以上 

住宅 

事務所 

病院 

Y。60 以上 Y。60 以上 Y。40 以上 Y。60 以上 Y。40 以上 

※ 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、重量鉄骨造には、高品質の場合と普通品質の場合があるが、 

特殊な場合は想定せず、ここでは普通品質とする。 

【出典】「建築物の耐久計画に関する考え方」（社）日本建築学会 
  

 建物の耐用年数は、次の考え方があります。 

 

ア 物理的耐用年数 

経年による躯体の性能劣化により、構成する部材強度の確保が困難になる状態までの

年数です。構造物の物理的性質に由来し、躯体そのものの寿命を示します。 

イ 経済的耐用年数 

継続使用するための補修・修繕費その他費用が、改築ないし更新する費用を上回る年

数です。 

ウ 法定耐用年数 

固定資産の減価償却費を算出するために税法で定められた年数です。 

エ 機能的耐用年数 

技術革新、需要変化等により、当初設定を上回る機能を社会から要求され、その施設の

機能不足を生じるまでの年数です。 

 

 一般的に「物理的耐用年数＞経済的耐用年数＞法定耐用年数＞機能的耐用年数」と考

えられますが、これまでの施設は、最短の機能的耐用年数に近い年数で更新してきました。 

 建物は多くの部位・部材により構成され、その耐用年数は各々異なりますが、構造体の耐

用年数が最大であり、建物の物理的耐用年数は、躯体の耐用年数となります。 

 
【出典】「総解説ファシリティマネジメント」及び「同追補版」（FM推進連絡協議会編集） 
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参考資料３：目標耐用年数の級の区分例 

建築物全体の望ましい目標耐用年数の級に応じた目標耐用年数の区分が示されています。 

「Y。60」の場合では、範囲として 50年～80年、代表値として 60年が設定されています。 

 

目標耐用年数の級の区分例 

目標耐用年数 

級 
代表値 範囲 下限値 

Ｙ。150 150年 120～200 年 120年 

Ｙ。100 100年 80～120年 80 年 

Ｙ。60 60 年 50～80年 50 年 

Ｙ。40 40 年 30～50年 30 年 

Ｙ。25 25 年 20～30年 20 年 

Ｙ。15 15 年 12～20年 12 年 

Ｙ。10 10 年 8～12 年 8 年 

Ｙ。6 6 年 5～8年 5 年 

Ｙ。3 3 年 2～5年 2 年 

【出典】「建築物の耐久計画に関する考え方」（社）日本建築学会 

 

参考資料４：鉄筋コンクリート造躯体の耐用年数の算定式に基づく試算 

『「建築物の耐久計画に関する考え方」（社）日本建築学会』で鉄筋コンクリート造躯体の耐用年数の

推定方法として示されている中性化深さに基づく算定式を用いて試算した結果を以下に示します。 

この算定式では、劣化部分の補修実施の有無や施工状況が耐用年数に大きく影響しています。

竣工当初からの予防的な保全及び市監督員が適切な現場監理を行うことによる入念な施工を行う

ことを前提とし、その他の設定を一般的な状況とすれば、試算結果は、下記のとおり概ね80年とな

ります。 

このことから、今後、予防的な保全を採用することが効果的と判断される建設後 30 年未満の比

較的新しい施設、又はこれから建設する施設については、目標使用年数を 80年と設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】『「建築物の耐久計画に関する考え方」（社）日本建築学会』より引用 

Y=Ys(60)×A(1.0)×B(1.0)×C(1.0)×D(0.56)×E(1.5)×F(1.5)×G(1.0)×H(1.0) 

Y=75.6≒80年  

中性化深さに基づく耐用年数の推定 

 Y＝YS×A×B×C×D×E×F×G×H  

Y：耐用年数  YS：標準耐用年数（60 年） 

A：コンクリート種類 普通コンクリート＝1.0 軽量コンクリート＝0.95 

B：セメント種類   ポルトランドセメント＝1.0 高炉セメント A＝0.85 

高炉セメント B＝0.8 

C：水セメント比   65％＝1.0 60％＝1.2 55％＝1.5 

D：被り厚さ     20㎜＝0.25 30 ㎜＝0.56 40 ㎜＝1.0 50㎜＝1.56 

E：外壁仕上げ材   無＝0.5 複層塗材＝1.0 モルタル 15㎜以上＝1.5 タイル＝3.0 

※ただし、15㎜以上の増打ちしているものは打ち放しでも、モルタル

15 ㎜以上塗ったものと同等と扱います。 

F：コンクリートの施工状況 通常の施工＝1.0 入念な施工＝1.5 

G：建物維持保全の程度   劣化後も補修しない＝0.5  劣化部分を補修する＝1.0 

H：地域          一般＝1.0  凍結融解を受ける地域＝0.9 海岸＝0.8 
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２ 建物を構成する部位ごとの保全手法の考え方と更新周期 

 

参考資料５：建物を構成する主な部位の保全手法の考え方 

 主な部位の保全手法を以下のように整理しました。 

（１）建 築 

① 屋根（屋上防水、屋根葺材等）・・・・保全手法：Ａ（予防保全） 

屋上防水層や屋根葺材等により躯体や室内への水の浸入を防いでいます。躯体に

比べ短い寿命の防水層等が劣化すれば、防水効果が薄れ漏水を引き起こし、躯体の劣

化・損傷、さらには、内部の損傷を招きます。漏水を未然に防ぐなど、耐用年数を踏まえ

た早めの対処が必要と考えます。 

② 外壁・・・・保全手法：Ａ（予防保全） 

年月の経過に伴い仕上げ材のタイルのひび割れや建具周りのシーリングの劣化等に

より漏水し、躯体の劣化や室内の仕上げ材及び設備機器の損傷を招きます。また、建

物に付属する看板等も経年劣化します。外壁のモルタルなどの落下や看板の落下によ

り人や物を傷つける危険もあり、耐用年数を踏まえた早めの対処が必要と考えます。 

③ 建具・・・・保全手法：Ｂ（事後保全） 

シャッターや窓等の建具は、ほとんどが個々の破損であり、その場合には速やかな対

応が可能なため、事後保全でも特に問題ありません。 

 

（２）電気設備 

① 受変電設備（配電盤、変圧器等）・・・・保全手法：Ａ（予防保全） 

劣化により受電機能を損ない、施設の利用に支障を来たす恐れがあるため、更新周

期を踏まえた早めの対処が必要と考えます。電気事業法による月に 1 回の日常点検、

年に 1 回の定期点検の結果に基づいた対処により、設備の機能は維持されると考えま

す。 

② 非常用電源設備（自家発電装置、静止形電源装置）・・・・保全手法：Ａ（予防保全） 

劣化により非常時の電源設備等のバックアップ機能を損なう恐れがあります。受変電

設備と同じように、電気事業法による点検結果に基づいた対処により、設備の機能は維

持されると考えます。特に防災機能上重要な役割を担っている庁舎等の施設では、非

常に重要な設備であり、早めの対処が求められます。 

③ 中央監視設備（監視制御装置）・・・・保全手法：Ａ（予防保全） 

劣化による不具合は、当該設備に留まらず、他の設備の機能不全の原因となる恐れ

があり、更新周期を踏まえた早めの対処が必要と考えます。日常の使用状況から不具

合を把握することができるため、速やかな対処により、設備の機能は維持されると考えま

す。 
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④ 通信・情報設備（映像・音響、インターホンなど）・・・・保全手法：Ａ（予防保全） 

貸館を行う施設では、機能不全により興行への影響が生じる可能性があるため、耐用

年数を踏まえた早めの対処が必要と考えます。その他の施設では、日常の使用状況か

ら不具合を把握することができるため、速やかな対処により、設備の機能は維持可能な

ため、事後保全で特に問題ありません。 

⑤ 防災設備（自動火災報知設備）・・・・保全手法：Ａ（予防保全） 

火災時に警報が鳴らないなどの機能不全は、人命に係る事故につながります。消防

法による 6 か月に 1 回の設備機器点検と年に 1 回の総合点検の結果に基づいた対処

により、設備の機能は維持されると考えます。 

⑥ 避雷設備（避雷針）・・・・保全手法：Ｂ（事後保全） 

劣化により落雷からの保護機能を損なう恐れがあります。建築基準法による 3 年に 1

回の点検結果に基づいて、劣化・破損等の不具合を確認し速やかに対応することで設

備の機能は維持されると考えます。 

 

（３）機械設備 

① 空調設備・・・・保全手法：Ａ（予防保全） 

温度調整ができないなどの機能不全は、施設の利用に支障を来たす恐れがあり、更

新周期を踏まえた早めの対処が必要と考えます。日常の使用状況から、性能の低下等

の状況を把握することができるため、速やかな対処により、設備の機能は維持されると考

えます。 

② 給排水設備（給排水管、タンク、ポンプ類）・・・・保全手法：Ａ（予防保全） 

給排水管の劣化は、水質への悪影響や漏水を引き起こす恐れがあり、更新周期を踏

まえた早めの対処が必要と考えます。また、ポンプ類の劣化は、断水を引き起こす恐れ

があるなど、施設の利用に支障を来たす恐れがあります。建築物における衛生的環境

の確保に関する法律に、年に 1回の貯水槽の清掃、6か月に 1回の排水に関する設備

の清掃を行うことが定められており、その機会を通じて明らかになった不具合に速やか

に対処することにより、設備の機能は維持されると考えます。 

③ 消火設備（屋内消火栓設備等）・・・・保全手法：Ａ（予防保全） 

火災時にポンプ、スプリンクラーが使用できないなどの機能不全の場合は、人命に係

る事故につながることから、更新周期を踏まえた早めの対処が必要と考えます。消防法

による 6 か月に１回の設備機器点検と年に１回の総合点検の結果に基づいた速やかな

対処により、設備の機能は維持されると考えます。 

④ 昇降機設備（エレベーター、エスカレーター）・・・・保全手法：Ａ（予防保全） 

誤作動・閉じ込めなどの機能不全は、人命に係る事故が発生する恐れがあり、更新

周期を踏まえた早めの対処が必要と考えます。建築基準法による年に 1 回の点検に加

えて、月に 1 回の専門技術者による保守点検の結果に基づいた対処により、設備の機

能は維持されると考えます。 
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参考資料６ 建物を構成する部材や設備機器等の更新周期 
 

 「建物を構成する各部材や設備機器の標準的な更新周期」を一覧表として示します。 

参考資料５「建物を構成する主な部位の保全手法の考え方」を踏まえ、保全工事等の計画・実施

の際の概ねの目安となります。 

 なお、ここに示す更新周期は、建物の使用状況、各部材の使用場所（屋内・屋外別）、地域の

気象条件・環境等、さらには保全の状況によって異なりますので、日常の点検を実施し、常に状

態を把握しておくことが必要です。 

 

 
 【出典】：「建築物のライフサイクルコスト」 

 監修／国土交通省大臣官房官庁営繕部 

 編集・発行／財団法人建築保全センター 発行／財団法人経済調査会 

建 築 

中分類 小分類 グループ名 名称仕様 
LCC 

更新周期 

駆体 駆体 駆体   65 

外部 屋上防水 ｱｽﾌｧﾙﾄ防水押えｺﾝｸﾘｰﾄ系 ｱｽﾌｧﾙﾄ防水押えｺﾝｸﾘｰﾄ 30 

    ｼｰﾄ防水系 露出ｼｰﾄ防水 20 

    その他防水 塗膜防水 20 

    露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 20 

  屋根 金属系屋根 金属系屋根全般 30 

    その屋根 ｱｽﾌｧﾙﾄｼﾝｸﾞﾙ葺き 20 

  屋上他外部 屋上外部鉄部 屋上手摺ｱﾙﾐ 40 

    笠木 屋上笠木ｱﾙﾐ 40 

    樋 鋼管製外部縦樋 65 

    屋上その他 屋上ﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝ SOP 40 

  外壁 ﾀｲﾙ張 小口ﾀｲﾙ張 （密着磁器質） 40 

    吹付塗装 複層模様吹付 ｴﾎﾟｷｼ系吹付ﾀｲﾙ 30 

    石 花こう岩本磨き 65 

    塗装 塗装全般 20 

  ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ ＰＣＣＷ PC製ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙﾊﾟﾈﾙ 60 

    ｶﾞﾗｽＣＷ 嵌殺ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙﾊﾟﾈﾙ付 40 

    金属ＣＷ ｱﾙﾐ製嵌殺ﾊﾟﾈﾙ 40 

  外部建具 ｱﾙﾐ建具 ｱﾙﾐ建具全般 40 

    ｽﾃﾝﾚｽ建具 ｽﾃﾝﾚｽ建具全般 65 

    鋼製建具 鋼製建具全般 35 

  軒天 軒天 ｱﾙﾐ製ﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 40 

  ｼｰﾙ ｼｰﾙ 外部ｼｰﾙ全般 15 

内部 床 床 塩ﾋﾞﾀｲﾙ 半硬質 30 

  壁 巾木 塩ﾋﾞ巾木 30 

    壁 ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ 準不燃 30 

  天井 天井 岩綿吸音板 30 

  内部建具 ｱﾙﾐ建具 ｱﾙﾐ建具全般 50 

    ｽﾃﾝﾚｽ建具 ｽﾃﾝﾚｽ建具全般 65 

    鋼製建具 鋼製建具全般 40 

    木製建具 木製建具全般 40 

  内部雑 内部雑 内部雑全般 40 

外構 外構 外構等 ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 40 

備品 備品 備品 備品等全般 30 
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電気設備 

中分類 小分類 グループ名 名称仕様 
LCC 

更新周期 

電源設備 特高変電設備 特高変圧器 特高配電盤 25～30 

      特高変圧器 25～30 

  高圧変電設備 高圧変電設備類 受配電盤 25～30 

      変圧器 30 

  発電機 発電機類 発電機：ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 30 

      発電機：ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ 30 

  蓄電池設備 蓄電池設備類 蓄電池盤 MSE 20 

      蓄電池盤 AHH 20 

      整流機盤 20 

中央監視装

置設備 

中央監視装置

設備 
中央監視装置設備類 中央監視装置設備 15 

幹線設備 幹線設備 電路類 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ 65 

      ｹｰﾌﾞﾙ 30 

      電線 30 

      ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ 65 

      ﾎﾞｯｸｽ 65 

      配管 65 

動力設備 動力設備 盤類･機器類 盤類･機器類 25 

電灯ｺﾝｾﾝﾄ 

 

 

盤類全般 盤類 盤類全般 25 

照明器具類 照明器具類 照明器具類 20 

配線器具類 配線器具類 配線機具類 20 

情報通信設

備  
電話設備 電話設備類 端子盤 30 

ｲﾝﾀｰﾎﾝ設備 ｲﾝﾀｰﾎﾝ設備機器類 ｲﾝﾀｰﾎﾝ設備 20 

 非常放送設備 非常放送設備機器類 非常放送設備 20 

 電気時計設備 電気時計設備機器類 電気時計設備 20 

 
ﾃﾚﾋﾞ共同受信

設備 
ﾃﾚﾋﾞ共同受信設備機器類 ﾃﾚﾋﾞ共同受信設備 20 

防災設備 
自動火災報知

設備 
自動火災報知設備機器類 自動火災報知設備 20 

  
防災自動閉鎖

機器全般 
防災自動閉鎖機器 防災自動閉鎖機器全般 20 

  
ｶﾞｽ漏れ警報機

器全般 
ｶﾞｽ漏れ警報機器 ｶﾞｽ漏れ警報機器全般 20 

  避雷設備 避雷設備機器類 避雷設備 30 

 

  



26 

 

機械設備 

中分類 小分類 グループ名 名称仕様 
LCC 

更新周期 

空気調和 熱源機器 ﾎﾞｲﾗｰ 鋳鉄製ﾎﾞｲﾗｰ（温水）  30 

     炉筒煙管ﾎﾞｲﾗｰ 20 

     鋼製立形ﾎﾞｲﾗｰ（暖房用） 15 

     真空式温水発生機（鋳鉄製） 30 

   冷凍機 吸収式冷温水機 20 

     遠心冷凍機  20 

     空気熱源ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ  15 

     ｽｸﾘｭｰ冷凍機（空冷）  20 

   冷却塔 冷却塔 15 

   ﾎﾟﾝﾌﾟ類 冷温水ﾎﾟﾝﾌﾟ 20 

 空気調和機 空調機 ﾕﾆｯﾄ形空気調和機 20 

   ﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ ﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ 15 

   ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ 20 

   全熱交換器 回転形全熱交換器 20 

   空気清浄装置 ﾌｨﾙﾀｰ類 2 

   送風機類 送風機 20 

 冷却水配管類 配管類 冷却水配管類 25 

 冷温水配管類 配管類 冷温水配管類 25 

 蒸気配管類 配管類 蒸気配管類 25 

 給排水配管類 配管類 排水配管類 30 

 冷媒配管類 配管類 冷媒配管類 30 

 ｵｲﾙ配管類 配管類 ｵｲﾙ配管類 30 

 自動制御 自動制御機器 自動制御機器 15 

   制御盤 制御盤 15 

   配管配線工事 配管配線工事 30 

排煙 排煙機器 排煙ﾌｧﾝ 排煙ﾌｧﾝ 25 

衛生器具類 衛生器具類 衛生器具類 衛生器具類 30 

  水栓金具類 水栓金具類 15 

給水 屋内給水 ﾎﾟﾝﾌﾟ類 揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ 20 

  水槽類 FRP製水槽 30 

  配管類 配管類 25 

排水 屋内排水 ﾎﾟﾝﾌﾟ類 汚水ﾎﾟﾝﾌﾟ 15 

  配管類 配管類 30 

給湯 給湯 ﾎﾞｲﾗｰ類 鋼製立形ﾎﾞｲﾗｰ（給湯用） 15 

    電気ﾎﾞｲﾗｰ（給湯用） 15 

  貯湯槽類 ｽﾃﾝﾚｽ製貯湯ﾀﾝｸ 25 

  湯沸器類 電気温水器 10 

  配管類 配管類 30 

浄化槽等 浄化槽 浄化槽 浄化槽 15 

ろ過装置 ろ過装置 滅菌装置ろ過付属品 30 
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機械設備（続き） 

中分類 小分類 グループ名 名称仕様 
LCC 

更新周期 

消火 屋内消火栓 ﾎﾟﾝﾌﾟ類 屋内消火栓ﾎﾟﾝﾌﾟ 20 

    器具類 屋内消火栓 30 

    水槽類 消火用充水槽 30 

    配管類 配管類 30 

  連結送水管 器具類 連結送水口 30 

    配管類 配管類 30 

  連結散水 器具類 散水ﾍｯﾄﾞ 30 

    配管類 配管類 30 

  屋外消火栓 ﾎﾟﾝﾌﾟ類 消火栓ﾎﾟﾝﾌﾟ 20 

    器具類 屋外消火栓 30 

    配管類 配管類 30 

  ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ ﾎﾟﾝﾌﾟ類 ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ 20 

    器具類 ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰﾍｯﾄﾞ 30 

    水槽類 消火用充水槽 30 

    配管類 配管類 30 

  ﾊﾛﾝ消火 機器類 噴霧ﾍｯﾄﾞ 25A 30 

    配管類 配管類 30 

  二酸化炭素消

火 

機器類 噴霧ﾍｯﾄﾞ 25A 30 

  配管類 配管類 30 

  泡消火 ﾎﾟﾝﾌﾟ類 消火ﾎﾟﾝﾌﾟ 27 

    器具類 噴霧ﾍｯﾄﾞ 25A 30 

    配管類 配管類 30 

  ﾌｰﾄﾞ消火 機器類 噴霧ﾍｯﾄﾞ 25A 30 

    配管類 配管類 30 

搬送設備 搬送設備 昇降機 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ 30 

  自走式搬送機 ｴｽｶﾚｰﾀｰ 15 
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３ 施設再編の検討に取り組む優先度の考え方 

 

参考資料７：施設再編の検討に取り組む優先度の考え方 

① 第１段階 

優先度１として、「①設置目的」「②代替性」に着目し、当初の設置目的に照らし合わせて、

現状が合致していない施設や他の施設で代替可能な施設は、施設そのものの必要性や在り

方の検討を行い、機能の廃止や移転について判断していくものとします。 

優先度２として、施設の安全性に係わる「⑥耐震性能」「⑧老朽化状況」に着目し、早期の

対応が必要な施設は、現状評価等による総合的な検討を行うことにより、機能の移転や施設

の改修・更新について判断していくものとします。 

ここまでの検討は、第 1段階として早急に検討に取り組むべきものと位置付けます。 

 

② 第２段階 

次に、優先度３として、「④利用状況」に課題がある施設は、現状評価等による総合的な検

討を行うことにより、機能の移転や廃止の可能性について判断していくものとします。 

なお、利用状況に課題がない施設については、現行の機能を原則として維持することとし

ますが、その他の評価項目の評価結果や他の施設との関係で再編に有利性が認められる場

合は、再編の対象施設として、検討していくものとします。 

 

施設再編の検討に取り組む優先度の設定 

 

 

【出典】防府市公共施設再編計画  
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４ 保全計画（案）に対するパブリックコメントの実施結果 

 （１） 意見の募集期間 

   平成 28年 9月 8日（木）～10月 7日（金） 

 （２） 意見の募集方法 

   ・周知方法：市広報 9月 1日号及び市ホームページにおいて周知 

   ・閲覧方法：市ホームページへの掲載、市役所行政経営改革課（4号館3階）、市役所閲覧コーナー

（１号館１階子育て支援課前）、各出張所、各公民館、文化福祉会館（勤労青少年ホー

ム側）、地域協働支援センター（ルルサス防府 2階）への設置 

   ・提出方法：閲覧場所への持参、郵送、ＦＡＸ又はＥメール 

 （３） 提出された意見 

   意見数：1件 

  

 

 

  





 

 

白 

 

 

 

 

 

 

 

防府市公共施設保全計画 
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